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最近の道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、住宅投資は前年を上回って推移している。輸出は、北米向けは減少傾向

にあるが、主力のアジア向けを中心に増加した。個人消費は、冬物商品の販売が好転し持ち

直しているが、駆け込み需要の反動減などから弱い動きとなっている。公共投資は、国およ

び地方公共団体の財政面の制約から減少している。

生産活動は、需要の減少から低下している。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数とも

に改善している。企業倒産は、件数は増加したものの、負債総額は減少した。
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①個人消費～幾分持ち直す

１０月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比＋０．３％）は、百貨店が前年を下回っ

たものの、スーパーは２ヶ月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比▲１．３％）は、その他品目

が前年を上回ったものの、衣料品、飲食料

品、身の回り品が前年を下回った。スーパー

（同＋０．９％）は、主力の飲食料品や衣料、身

の回り品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲７．３％）

は、たばこ値上げ前の駆け込み需要の反動か

ら５ヶ月ぶりに前年を下回った。

②住宅投資～１２ヶ月連続の増加

１０月の新設住宅着工戸数は、２，７８７戸（前

年比＋６．８％）と１２ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲８．７％）が

減少したが、持家（同＋１５．９％）、貸家（同

＋１．０％）はそれぞれ増加した。

４～１０月累計では、１９，００２戸（前年同期比

＋１１．５％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋７．２％）、貸家（同＋１２．８％）、

分譲（同＋２４．７％）いずれも前年を上回っ

た。
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～前年比１２ヶ月ぶりの低下

１０月の鉱工業生産指数は、前月比▲４．３％

と７ヶ月ぶりに低下、前年比では▲１．４％と

１２ヶ月ぶりに低下した。

業種別では、前年に比べ一般機械工業や電

気機械工業、印刷業などが上昇し、食料品工

業や輸送機械工業、金属製品工業などが低下

した。

④公共投資～８ヶ月連続の減少

１０月の公共工事請負金額は、５５５億円（前

年比▲３９．８％）と８ヶ月連続して前年を下回

った。

発注者別では、国（前年比▲５８．８％）、道

（同▲２９．７％）、市町村（同▲２４．９％）いずれ

も前年を下回った。

４～１０月累計では請負金額５，８２０憶円（前

年同期比▲１９．８％）と前年を下回っている。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４５倍となり、前月比では０．０２ポイント、

前年比では０．０６ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は９ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１４．３％増加し９ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（前年比＋４１．４％）や製造業（同

＋２４．３％）、宿泊業、飲食サービス業（同

＋１７．７％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～３ヶ月連続で前年を下回る

１０月の来道客数は、１，００５千人（前年比

▲０．３％）と３ヶ月連続して前年を下回っ

た。航空機利用による来道客数が３ヶ月連続

して前年を下回るなど、国内需要が減少して

いる。

４～１０月累計では７，２９９千人（前年同期比

▲０．４％）と前年を下回って推移している。

⑦貿易動向～輸出４ヶ月ぶりに増加

１０月の道内貿易額は、輸出が前年比２．１％

増の３０７億円、輸入が同２．６％増の９０６億円と

なった。

輸出は、自動車の部分品や一般機械などは

減少したが、魚介類及び同調製品や鉄鋼など

が増加し４ヶ月ぶりに前年を上回った。

輸入は、原油・粗油やウッドチップなどが

増加し１０ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数は増加、負債総額は減少

１１月の企業倒産は、件数は３７件（前年比

＋５．７％）と２ヶ月ぶりに前年を上回り、負

債総額は９６億円（同▲３６．６％）と２ヶ月連続

で前年を下回った。

業種別では、建設業１２件、小売業、サービ

ス・他各７件などとなった。

４～１１月累計では、件数２９１件（前年同期

比▲１３．９％）、負債総額７６７億円（同▲４７．３％）

と件数・負債総額ともに下回った。

道内経済の動き
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現状の北海道経済は、政策支援により

一部の耐久消費財の売れ行きは堅調に推

移しているが、公共投資の大幅減少を主

因に持ち直しの動きが鈍化している。２３

年度の北海道経済は、明るい材料に乏し

く停滞感が強まろう。

需要項目別にみると、個人消費は、将

来不安などから消費者の家計防衛意識が

依然として根強く、総じて弱い動きとな

ろう。住宅投資は、持ち直し傾向が続く

ものとみられるが、低水準にとどまろ

う。設備投資は、投資マインドの冷え込

みから減少しよう。公共投資は、国と地

方自治体の財政面の厳しさから引き続き

減少しよう。

この結果、実質成長率は△０．８％（２２

年度０．２％）、名目成長率は△１．１％（同

△０．６％）となろう。

平成２３年度北海道経済の見通し

要 約
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１．平成２２年度北海道経済の概況

（１）国内経済の概況

２２年度の国内経済は、政策支援効果により

一部の家電製品や乗用車など耐久消費財の売

れ行きは好調に推移した。しかし年央以降、

その効果が弱くなっていることに加え、急激

な円高進行を背景に輸出の勢いが鈍化してお

り先行き不透明感を増している。

需要項目別にみると、公共投資は大幅に減

少した。設備投資は企業収益の改善を反映し

増加した。住宅投資は金利が低水準に推移し

ていることから持ち直した。個人消費は政策

支援効果から一部の耐久消費財などに明るさ

はみられたが、雇用・所得環境に明確な改善

はみられず弱含みで推移した。

（２）北海道経済の概況

北海道経済は国内同様、年度前半までは政

策支援を受けた一部の耐久消費財の売れ行き

は堅調となるなど、緩やかながら持ち直し

た。しかし、公共投資の大幅減少や政策支援

効果が徐々に薄れていることもあり、持ち直

しのテンポは鈍化した。

需要面をみると、公共投資は２１年度が大幅

増となった反動もあり減少した。住宅投資は

低水準ではあるが、増加に転じた。設備投資

は、数年にわたり抑制基調が続いたこともあ

りわずかに持ち直した。個人消費は、エコポ

イント制度の適用された家電製品や、エコカ

ー補助が追い風となった乗用車などが好調な

売れ行きとなった。しかし、総じてみれば低

価格志向は根強く弱含みで推移した。

生産面では、鉱工業生産は２１年度の大幅な

落ち込みからは持ち直した。しかし、小売業

など広範な業種で販売価格の低下傾向が続

き、売り上げは伸び悩んだ。

以上のような経済状況を勘案すると、２２年度

道内経済成長率は実質成長率０．２％、名目成

長率△０．６％とみられる。

２．平成２３年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

２３年度の国内経済は、政策支援効果の剥落

や円高などによる輸出の伸び悩みなどによ

り、年度当初は調整局面が続くものとみられ

る。しかし、アメリカ経済の持ち直しや経済

発展の著しい新興国向けに輸出の増加が見込

まれることから年央以降、緩やかながら回復

過程に入ろう。

需要面をみると、雇用・所得環境に明確な

改善は見込まれず、個人消費や住宅投資は弱

めの動きで推移しよう。公共投資は、財政面

の制約から公共工事予算が削減され減少しよ

う。設備投資は、企業収益の改善から増加し

よう。輸出は、海外経済の回復とともに自動

車、電気機械関連を中心に増加し牽引役とな

ろう。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は政策支援効果が剥落するな

ど、明るい材料に乏しく、停滞感が強まるも

のとみられる。

需要面をみると、個人消費は雇用・所得環

境の厳しさが続き、生活防衛意識の強まりも

あって低迷しよう。設備投資は企業収益が改

善せず減少しよう。公共投資は減少傾向が続

こう。住宅投資は低水準であるが、持ち直し

傾向が続こう。生産面では、一次産業で増加

が見込まれるが多くの業種で低迷し、総じて

みれば前年を下回ろう。

諸物価の今後の動向をみると、企業物価

は、素材価格や国際商品価格が値上がり傾向

平成２３年度北海道経済の見通し
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にあることから上昇しよう。企業向けサービ

ス価格は、企業の経費削減意識の高まりから

弱めの動きとなろう。消費者物価は、円高を

背景とした輸入製品の価格低下、消費低迷に

よる販売競争の激化などから、総じて弱含み

で推移しよう。

この結果、２３年度道内経済成長率は実質成

長率△０．８％、名目成長率△１．１％となろう。

実質はマイナス成長に転じ、名目も１１年連続

でマイナス成長となろう。諸物価は、需要の

低迷から総じて下落傾向が続くものとみら

れ、実体経済に近い名目成長率は実質成長率

を下回るものとみられる。

（３）道内総生産（支出側）の動向

Ａ．民間最終消費支出

道内企業の業績回復の遅れから、個人消費

の動向を左右する雇用・所得環境は厳しさが

続くものとみられる。

雇用環境をみると、介護・福祉、医療関連

などで新規求人数は増加傾向となろうが、多

くの業種では抑制されよう。また年齢層や地

域差による雇用のミスマッチもみられ、有効

求人倍率や失業率などの雇用指標は総じて弱

含みで推移しよう。

所得環境は、賃上げの見送りや企業業績が

反映され易い賞与などの抑制傾向が強まるも

のとみられる。

政策支援により、２２年度盛り上がりをみせ

た家電製品や乗用車の売れ行きも、２３年度は

大幅な落ち込みとなろう。消費者物価の低下

により家計の購買力が高まる要素は考えられ

るが、年金問題などの将来不安や雇用不安が

解消されず、消費者の節約志向は根強いもの

となろう。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

△１．２％、名目成長率△１．８％となろう。

Ｂ．総固定資本形成

（ａ）住宅投資

住宅投資を取り巻く環境は厳しく、雇用や

将来に対する不安も強い。このような状況か

ら、住宅購入適齢層である３０歳代を中心に住

宅取得マインドに明確な改善はみられない。

しかし住宅エコポイントは、リフォーム市場

のほか新築市場にも追い風となっている。ま

た、金利の低水準推移や地価の下落はプラス

に作用しよう。これらを勘案すると、持ち

家、貸家および分譲住宅は、いずれもわずか

ではあるが増加し、新設住宅着工戸数は３０千

戸程度と、２２年度実績見込み（２９５百戸）を

上回るものとみられる。

この結果、住宅投資は実質成長率１．０％、

名目成長率１．３％となろう。

（ｂ）設備投資

進行中の鉄鋼・エネルギー関連の大型投資

のほか、食品関連、オフィスビルなどでも新

規投資がみられる。しかし、多くの道内企業

の投資マインドは内外需要の低迷、先行き不

透明感から慎重姿勢にある。

この結果、設備投資は実質成長率△３．９％、

名目成長率△４．２％となろう。

（ｃ）公共投資

２２年度の補正予算執行の繰り越し分が、あ

る程度寄与するものとみられる。しかし、２３

年度公共工事関連予算は国と地方公共団体の

厳しい財政状況を背景に、引き続き削減が見

込まれる。

この結果、公共投資は実質成長率△４．１％、

平成２３年度北海道経済の見通し
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名目成長率△３．６％となろう。

Ｃ．域際取引

移輸出では、国内需要の停滞から工業品の

出荷は伸び悩みとなろう。しかし、道産品の

根強い人気を反映した農畜産品の出荷は増加

が見込まれる。観光関連では、国内観光客は

景気停滞感が強まることから横ばい圏内で推

移しよう。一方、個人観光ビザの発給条件が

大幅に緩和された中国や経済発展の著しい東

南アジア諸国からの観光客は増加しよう。

この結果、移輸出は実質成長率０．８％、名

目成長率０．５％となろう。

移輸入は、家電製品、乗用車などの耐久消

費財の移入が大幅な落ち込みとなるほか、道

内需要の弱さもあって減少しよう。

この結果、移輸入は実質成長率△０．２％、

名目成長率△０．６％となろう。

（４）道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、２２年度の農業は猛暑などが

影響し多くの作物や生乳生産が平年を下回っ

た。２３年度はコメの生産目標が削減されたこ

ともあり、他の作物が平年並みの収量となっ

たとしても、耕作部門は横ばいにとどまろ

う。畜産部門では、生乳生産は国内需要の回

復から増加が見込まれ、農業総生産は０．４％

増とみられる。林業は、住宅着工戸数の持ち

直しが続くほか道産材の需要が増しているこ

とから、総生産は３．６％増とみられる。水産

業は、養殖漁業などの底堅い推移が見込まれ

る。また、２２年度不漁となったサケの漁獲量

が回復するものとすると、総生産は０．７％増

とみられる。

この結果、一次産業総生産は０．７％増とな

ろう。

二次産業では、製造業は、国内需要の停滞

や円高による輸出の減少が懸念され総生産は

１．２％減とみられる。建設業は、住宅着工戸

数の持ち直しが続くものとみられるが、公共

工事や設備投資の減少により、総生産は

３．２％減とみられる。

この結果、二次産業総生産は２．２％減とな

ろう。

三次産業では、介護・福祉、医療関連など

は底堅く推移するものとみられる。しかし、

政策支援効果が剥落した一部の家電製品や乗

用車の売れ行きは、大幅に落ち込もう。また

景気の停滞感が増すことから、消費者の家計

防衛意識も根強い。需要の低迷を反映した企

業間競争の激化から販売価格の低下傾向は続

き、多くの業種の売上高は低迷するものとみ

られる。

この結果、三次産業総生産は１．０％減とな

ろう。

（平成２２年１２月９日発表）
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２１年度

（実績見込み）

２２年度

（実績見込み）

２３年度

（見通し）
２１年度 ２２年度 ２３年度

民間最終

消費支出

１１２，８６８

（△２．２）

１１２，１７６

（△０．６）

１１０，１４６

（△１．８）
△０．４ ０．７ △１．２

政府最終

消費支出

４９，６７４

（０．６）

５０，１２５

（０．９）

５０，４９７

（０．７）
１．０ ０．７ ０．４

総固定

資本形成

３０，５８６

（△７．５）

２９，２３５

（△４．４）

２８，３２６

（△３．１）
△５．１ △４．２ △３．３

住宅投資

設備投資

公共投資

４，０７３

（△２１．２）

１２，４３９

（△１７．１）

１４，０７４

（９．１）

４，３１８

（６．０）

１２，５０７

（０．５）

１２，４１０

（△１１．８）

４，３７６

（１．３）

１１，９８４

（△４．２）

１１，９６６

（△３．６）

△１８．９

△１４．８

１３．２

５．８

０．７

△１２．１

１．０

△３．９

△４．１

移 輸 出 ５６，４２３

（△２．７）

５６，６６３

（０．４）

５６，９３６

（０．５）
△１．７ １．３ ０．８

移 輸 入

（控 除）

７１，９７５

（△１．４）

７１，８２５

（△０．２）

７１，４２９

（△０．６）
２．１ ０．４ △０．２

道内総生産

（支出側）

１７７，４７３

（△２．７）

１７６，４２０

（△０．６）

１７４，５２３

（△１．１）
△１．９ ０．２ △０．８

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

（第２表）実質成長率の増加寄与度
（％）

項 目 ２１年度 ２２年度 ２３年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

△０．２
０．３
△０．９

０．４
０．２
△０．７

△０．７
０．１
△０．５

住宅投資
設備投資
公共投資

△０．５
△１．３
０．８

０．１
０．１
△０．９

０．０
△０．３
△０．３

移輸出
移輸入 （控除）

△０．５
０．７

０．４
０．１

０．２
△０．１

道内総生産（支出側） △１．９ ０．２ △０．８

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。
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（第３表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２１年度

（実績見込み）

２２年度

（実績見込み）

２３年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２１年度 ２２年度 ２３年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，０６２

４，０６１

３８５

１，６１６

６，０８３

４，０７０

４１５

１，５９８

６，１２５

４，０８５

４３０

１，６１０

△７．７

△７．２

△１３．７

△７．６

０．３

０．２

７．８

△１．１

０．７

０．４

３．６

０．７

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２５，９２７

３８３

１３，０７０

１２，４７４

２５，１７４

３５８

１３，３２１

１１，４９５

２４，６２７

３４０

１３，１５７

１１，１３０

△５．０

５．５

△８．６

△１．１

△２．９

△６．５

１．９

△７．８

△２．２

△５．０

△１．２

△３．２

三次産業

卸・小売業

金融・保険・

不 動 産 業

電気・運輸・

サービス業

政府・対家

計サービス

１５０，０９７

２１，００７

３０，２４３

６５，０１５

３３，８３２

１４９，７８０

２０，３９３

３０，５１３

６５，１７２

３３，７０２

１４８，２８９

１９，２５３

３０，５８０

６４，８７８

３３，５７８

△２．０

△３．２

△０．９

△２．４

△１．４

△０．２

△２．９

０．９

０．２

△０．４

△１．０

△５．６

０．２

△０．５

△０．４

控除項目

（帰属利子等）
４，６１３ ４，６１７ ４，５１８ ０．２ ０．１ △２．１

道内総生産

（生産側）
１７７，４７３ １７６，４２０ １７４，５２３ △２．７ △０．６ △１．１

平成２３年度北海道経済の見通し
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これまで２回に亘って、経営再建計画の策定をテーマに話を進めてきました。前々回は金融機

関等の支援の下で再建計画を策定し推進することが可能な企業の要件を考察し、前回は計画策定

のコンセプトおよび再建支援を受けるために必要な事柄について解説しました。今回は最終回と

して、再建計画策定上のポイントや留意点などを、いくつか取り上げたいと思います。

◆経営悪化原因の把握

経営再建計画を策定に当たり先ずなすべきことは、経営が悪化した原因を明らかにすることで

す。それが明確でなければ、有効な経営改善の手立てを講ずることはできません。

企業経営が悪化するケースの典型は、財務状況の悪化です。バランスシート上の純資産（自己

資本）の縮小傾向あるいは債務超過への転落、利益の逓減あるいは赤字計上、不良資産・渋滞資

産の増加、借入等外部負債の著増、手元流動性の減少及び資金繰りの悪化など、このような原因

によって財務状況が悪化すると経営のいたる所に障害が生じます。

純資産が縮小し最悪の場合に債務超過に陥るケースの一般的なパターンは、「売上げの伸び悩

み」による「利益率の低下」が「利益確保の困難」な状態を招来し、遂には「赤字転落」に至る

というものでしょう。

しかし「売上げの伸び悩み」が原因といっても、その態様は一律ではありません。その原因

が、取扱い製商品あるいはサービスの競争激化によるものか、商品のライフサイクルが下降段階

に入りマーケット自体が縮小傾向にあるのか、有力な代替商品が現れ顧客のニーズがそちらへ流

れているのかなど、市場実態に即した詳しい分析が必要です。

また「利益確保の困難」についても、粗利益率の低下状況、経費の縮減状況、実質金利の負担

状況等のどこに原因があるのか、損益分岐点比率の水準はどうか、利益の足を引っ張っている製

商品あるいは事業部門の実情とその全体への影響度合、現在の利益確保部門の寄与度及び今後の

見通しなどを、冷静に調査分析しなければなりません。とくに製商品別あるいは事業部門別の採

算状況の把握は、再建計画策定の上でキーポイントなので、聖域を設けず真剣に吟味する必要が

あります。創業事業だから、オーナーの思い入れがある部門だから、自社の看板商品としてのメ

ンツがあり容易に競争から降りるわけにはいかない等の理由で、問題解決を先送りすることは避

けなければなりません。

以上のような原因は、経営環境をめぐる構造的な問題として捉えられることが多いのですが、

不良資産や渋滞資産の発生は一過性の要因に基づく場合が多いと考えられます。構造的な要因に

より問題が発生している場合は、経営環境の改善を含む抜本的な対策を講ずる必要があり、した

がって解決までには相応の期間を要しますが、一過性の要因であればそれを取り除く措置を講ず

経営のアドバイス

経営再建計画の策定（その３・完）
～計画策定上のポイント

金融財政事情研究会研修センター主任講師
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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ることで、比較的短期間に問題解決を図ることができます。それゆえ不良資産等の除去は、一挙

に実行することが好ましいといえます。

借入等外部負債の短期間の増加や、手元の流動資金の減少及び資金繰りの窮迫については、そ

の現象のウラに潜む原因を把握しなければなりませんが、多くの場合、前記の「売上げ低迷」「利

益の減少」「不良資産等の増加」等と表裏一体となっています。したがって、これらの改善策を講

ずることが資金繰り等の改善効果をもたらすことになります。

経営陣や経営幹部間のチームワークに乱れがあり、経営の混乱を来たすこともあります。中小

企業では、代表者の権力が強大なるがゆえにそれを補佐するスタッフの果たす役割が重要です

が、これがうまく機能していないために経営の方向が定まらないこともあり、経営の歪みを正す

場合は、この辺りにも留意する必要があります。

このほか、市場動向と事業戦略とのミスマッチ、次なる戦略商品の開発遅れ、事業規模と経営

資産（人材を含みます）のアンバランスなど、企業に内在する経営上の問題点のパターンは多岐

に亘ります。これらの問題点を洗い出した上で解決工程に優先順位を付け、再建計画で対応すべ

き主要目標を定めて対策を練るようにします。多くの課題を取り込みすぎてアブハチ取らずにな

り、計画が未達成に終わることがないよう留意すべきです。

これ以外に、外部要因により経営が悪化する場合もあります。特に中小企業は、自らの経営努

力の及ばない外部環境の影響を受けて、経営悪化に追い込まれることが多いものです。たとえ

ば、急激な為替変動や大災害の発生、大口取引先の事業施策の変更などによって、予測し得ない

損失を蒙り、一挙に経営窮迫に陥ることがあります。この克服には大変な労力と時間がかかるこ

とが通例ですが、その外部要因により企業が蒙る損害が現状の事業展開による獲得利益ではカバ

ー困難と見られる場合は、不振事業からの撤退や他社への事業譲渡を含む抜本的な対策を講ずる

ことが必要になります。

◆存立基盤を有する中核事業の存在確認

再建計画の策定に当っては、再建の基盤となる中核事業の存在がポイントとなります。どのよ

うな事業を中心に据えて経営再建を図って行くかということが明確でなければ、具体的な再建の

道筋が付けられません。これまでの中核事業を経営手法を変えて発展させるのか、サブの事業あ

るいは新規事業を充実発展させるのかなど、現在の事業内容の検証を行って各事業の長所と短所

を洗い出し、経営資本を再建の中核事業部門に集中投入する観点から、今後の企業存立の柱とな

る事業部門を決定します。それが複数であっても構いませんが、多くなり過ぎると総花的な計画

に終わる懸念があります。現在はマーケットが顧客主導に変化しており、企業の事業形態がそれ

に即応できる状況になっていることが、中核事業であるための最低限の要件といえます。企業の

提供する製商品やサービスが顧客から支持を得ているような市場を有している場合、すなわち事

業の存立基盤がある場合は、具体的な経営再建策の立案も比較的容易ですが、事業基盤が衰退し

ている場合には、顧客の支持が得られそうな新しい事業分野を見出さない限り、経営改善は困難

になります。
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◆部門別採算状況の把握

中核事業の選定に際しては、事業部門毎の採算状況を把握しなければなりません。部門別の売

上高、売上総利益（粗利益）並びに利益率、部門別の直接経費及び部門に賦課される間接経費を

控除した後の営業利益並びに営業利益率、部門に賦課される営業外収支額控除後の経常利益並び

に経常利益率を算定し、他の事業部門との比較で採算上の優劣を判定します。企業の経営規模に

よっては、営業外収支や税負担については部門別の賦課をせず、経費負担控除後の営業利益段階

で比較することもあります。現状での優劣比較に加えて、今後の売上面及び利益面の成長見込み

を勘案して、総合的な判定を行います。企業の置かれた状況にもよりますが、売上げや利益のボ

リュームよりも、資金効率性の観点から優劣を判定するケースが多いのは、再建計画策定の目的

が資金繰りの早期安定を第一に考える場合が多いためです。

採算分析の単位は原則的には事業部門毎になりますが、必要に応じてそれ以外のセグメンテー

ションも用いられます。工場や営業拠点別、製品・商品別、顧客別、組織別、あるいはこれらの

クロス単位別（製品別顧客別、地域別製品別等）があります。たとえば、事業部門毎の総合分析

に加えて、その部門の地域・拠点毎、顧客毎の細かい分析を行うケースなどが考えられます。

◆経営戦略の必要性とSWOT分析

経営戦略とは、企業が目的を達成（利益の獲得）するための意思決定を意味します。企業活動

の中心は営業活動であり、それは企業が主たる事業を展開するために選択した事業分野（事業領

域）で繰り広げられます。この事業分野の選択をもたらす意思決定こそが、企業の経営戦略なの

です。

経営再建の局面においては、どの事業分野に活動の中心を求め企業の成長を図るか（成長戦

略）、同じ事業分野に属する競合他社の競争にどのようにして打ち勝つか（競争戦略）、不採算の

事業分野をどのように見極め撤退を図るか（撤退戦略）という、３種類の経営戦略の発揮が特に

求められます。なかでも、不採算分野に見切りをつけ潔く撤退する撤退戦略と、それにより生み

出される経営資源を成長分野に集中的に振り向ける、「選択と集中」の経営戦略の発揮が重要で

す。

経営戦略を策定するに当っては、自社を取り巻いている外部環境と自社内部の置かれている状

況（内部環境）の検証を行うことが必要です。これが環境分析といわれるものであり、これを十

分行うことなく経営戦略を立て再建計画を策定しても、失敗に終わる可能性が高くなります。

環境分析を行う際の分析ツールとして用いられるものが「SWOT分析」です。これは、企業を

取り巻く内部環境や外部環境から受ける多様な影響を、企業にとっての好影響・悪影響のいずれ

かに分類してマトリックスを作成し分析を加えることにより、環境状況を把握する方法です。具

体的には、縦軸に「内部環境」及び「外部環境」を、横軸に「好影響」及び「悪影響」を配置し

たマトリックス上に、企業にとって好影響（有利）である内部環境要因は「強み（strengths）」

として、悪影響（不利）である内部環境要因は「弱み（weaknesses）」としてプロットします。

また、外部環境要因のうちで、企業に好影響（有利）となるものは「機会（opportunities）」とし
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て、悪影響（不利）となるものは「脅威（threats）」としてプロットします。このようにして分

析に必要な各種情報をすべて環境要因としてプロットすることにより全体像が見え、企業の目指

す方向性と戦略を定めることが可能となります。

＜SWOT分析＞ 好影響 悪影響

内部環境 強み（strengths） 弱み（weaknesses）

外部環境 機会（opportunities） 脅威（threats）

◆事業計画と資金計画

経営再建計画というと、売上計画及び利益計画を骨子とした事業計画のみがイメージされるこ

とが多いのですが、経営再建の当面の主眼はキャッシュフローの確保による資金繰りの安定化に

あり、その見通しを明らかにする資金計画の策定もまた重要です。つまり、経営再建計画は単な

る利益確保の見通しではなく、キャッシュフローの改善対策を伴うものである必要があり、その

意味で「事業計画」と「資金計画」は、経営再建計画における「車の両輪」といえるでしょう。

事業計画は、「売上計画」と「費用支出計画」及びそこから導き出される「利益計画」で成り

立っています。利益計画は事業計画の最終目標というべき部分ですが、その前提として、具体的

な売上計画とそれを達成するために必要な費用支出計画が策定される必要があります。とくに

「売上」は利益獲得の源泉となるものであり、したがって売上計画は事業計画の根底であるとい

うことができます。

資金計画はキャッシュフローの捻出計画であり、経営改善効果が具体的な計数で現されるもの

といえます。キャッシュフローが生み出される根本は営業活動により獲得される利益であり、そ

れは事業計画における利益計画で明らかにされますが、キャッシュフローは資産処分や事業の見

直しなど営業活動以外の手段によっても捻出され、それらによって借入等の有利子負債の圧縮が

計画されます。資金計画はこれらを含めた総合的なキャッシュフローの出入りを表したものであ

り、通常は、事業や資産処分等に係る「リストラ計画」、有利子負債の圧縮を図るための「借入

返済計画」のほか、計画推進に係る所要運転資金等の「資金調達計画」および納税資金支出に係

る「税金計画（tax planning）」で構成されます。経営再建の目的からすれば、いかにしてキャッ

シュフローの捻出を図り借入負担の軽減を実現するかという点だけに目が向きがちですが、他方

で、再建策推進上の所要資金、たとえば運転資金や設備投資資金、リストラに要する退職金支出

などの一時的資金等の調達メドを明らかにすることも重要であり、新規借入や借換え、社債発

行、増資等の計画も合わせて策定すべきです。また、再建途上で発生する税支出は極力抑制さる

べきもので、債務免除益や資産売却益等を繰越損失や他の資産の処分損で相殺し、税支出の回避

や抑制を図るような、タックス・プランニングが必要になります。

◆リストラ計画

経営再建計画の策定に際しては、企業経営の現状把握によって明らかになった経営上の問題点

に対して、その改善や修復方法の方向性を検討することになります。再建計画は、事業展開に伴
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う獲得利益や、事業の見直し及び資産処分から得られるキャッシュ、経費等の支出削減による捻

出資金を財源とした、外部からの有利子負債の圧縮計画ともいえるので、事業利益の獲得のほ

か、「リストラ」が抜本的対策として大きな意味を持ちます。

「リストラ（restructuring）」とは、本来、２０世紀の経営戦略論において「事業の再構築」とい

う意味合いで使われた用語で、バブル経済崩壊後の事業の「選択と集中」を推進するツールとし

て盛んに用いられました。現在では、不採算事業からの撤退を目的とする「事業のリストラ」の

ほかに、経費削減や事務効率化が中心の「業務のリストラ」、有利子負債の圧縮を目的とした

「財務のリストラ」の３種類が用いられています。このうちの１つで実施される再建計画もあり

ますが、多くの場合は、これら３種類のリストラ計画を組み合わせて策定されます。

「事業のリストラ」は、不採算事業や不採算店舗・工場等からの撤退と再構築を行うことを目

的とした計画です。事業の活動内容を根本から見直し、事業の選択と集中を行うことがポイント

です。撤退・廃止だけでなく、既存事業モデルの戦略転換や新製品・新規事業の開発により経営

を改革することも含まれます。計画期間が比較的長期に亘るため、他のリストラに比べると達成

の難易度は高く、それだけにしっかりした計画を策定して実現可能性を高めることが求められま

す。再建策への寄与効果次第では、当面の短期再建計画には織り込まず、中長期の改善計画とし

て展開することも検討します。

「業務のリストラ」は、経費の削減や事務の効率化によって利益を捻出する計画です。人件

費、地代家賃、製造原価中の材料、経費、労務費の削減などであり、リストラ効果が早期に現れ

るため、これを計画的に継続して実施することが再建の実現可能性を高めることにつながりま

す。経営者にとっては最も手を付けやすい分野ですが、これのみを突出して実施するだけでは効

果が限定的であり、従業員や下請け業者のモラル低下を招く懸念もあります。あくまでも他のリ

ストラ策との一環として実行すべきでしょう。

「財務のリストラ」は、借入等の外部負債を削減するための計画です。遊休資産の売却等によ

る借入金の返済のほか、借入条件変更や借入金の一本化、支払利息の減免などで借入の返済負担

を軽減する「債務内容の再構築」も含まれます。減資・増資によるバランスシート面の改善も検

討対象になります。

◆まとめ

前回も述べたように、経営再建計画のコンセプトは基本的に「短期決戦」です。３年から５年

以内で一応再建が終了するような、効果が現れやすい、当面の資金繰りが安定するような計画策

定を心がけ、長期に亘る施策は別途の長期経営改善計画等に委ねます。

実現可能性の低い又は困難な要素を孕んだ計画の策定は避けるべきです。たとえば、実現がハ

ードな施策をベースにした売上げ目標を掲げると、初めから計画未達成に陥り、計画遂行が挫折

するおそれがあります。

計画策定の要諦は、「課題を詰め込み過ぎないこと」及び「達成可能と予測される収入見込み

に合わせた支出の抑制」にあります。 （了）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．０ △８．９ ９２．７ △５．６ ８７．０ △８．４ ９０．８ △１１．４ ８９．６ △６．０

２１年７～９月 ８８．７ △１３．２ ８３．２ △１９．４ ９１．４ △１１．２ ８４．１ △１８．８ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０～１２月 ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年１～３月 ９４．６ １２．５ ９４．３ ２７．５ ９８．８ １１．３ ９５．５ ２６．５ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４～６月 ９３．０ ８．５ ９５．７ ２１．０ ９７．６ １２．８ ９７．０ ２１．８ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７～９月 ９３．９ ６．１ r ９４．０ １３．５ r ９６．１ ５．７ r ９５．８ １４．３ r ９０．９ △３．６ r ９７．６ ３．４

２１年 １０月 ９０．７ △６．８ ８５．９ △１４．４ ９４．０ △５．７ ８７．５ △１２．４ ９２．３ △９．４ ９３．１ △１４．３
１１月 ９３．３ ０．３ ８８．１ △２．９ ９５．７ ０．３ ８８．８ △２．２ ９４．３ △６．３ ９３．２ △１４．２
１２月 ９３．３ ３．４ ９０．４ ６．４ ９６．０ ４．３ ９０．９ ６．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年 １月 ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３
２月 ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ １００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 ９２．１ １５．２ ９４．８ ３１．８ ９６．６ １３．４ ９６．７ ２９．９ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４月 ９２．７ ９．４ ９６．０ ２５．９ ９５．７ １１．０ ９８．１ ２７．１ ８９．０ △１０．０ ９４．６ △３．４
５月 ９３．０ ８．０ ９６．１ ２０．４ ９７．２ １３．１ ９６．４ ２１．０ ８８．４ △１０．７ ９６．５ △０．８
６月 ９３．３ ８．２ ９５．０ １７．３ １００．０ １４．４ ９６．６ １８．１ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７月 ９３．５ ６．４ ９４．８ １４．２ ９４．９ ５．４ ９６．５ １４．７ ８８．９ △６．２ ９６．７ １．３
８月 ９３．８ ６．２ ９４．３ １５．１ ９７．４ ７．０ ９５．７ １５．８ ８９．６ △５．１ ９７．５ ２．６
９月 ９４．３ ５．６ r ９２．８ １１．５ r ９６．０ ４．５ r ９５．２ １２．６ r ９０．９ △３．６ r ９７．６ ３．４
１０月 p９０．２ △１．４ p９１．１ ４．５ p９３．８ △１．１ p９２．６ ４．４ p８９．３ △３．２ p９６．１ ３．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１２６ △５．１

２１年７～９月 ２２７，６６６△３．５ ４７，９９９ △７．０ ６２，９５２ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５ △７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８

２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ ４７，００１△４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ ３０，１１４ △４．９
４～６月 ２１８，６１４△１．０ ４６，７５４△３．５ ５２，２８８ △０．１ １５，９９８ △３．８ １６６，３２６ △１．３ ３０，７５６ △３．４
７～９月 ２１９，８３０△１．１ r ４７，４６７△１．６ ５３，３８６ △２．５ １６，１１５ △３．０ １６６，４４４ △０．６ r ３１，３５２ △０．９

２１年 １０月 ７２，８３５△３．７ １５，６０９△７．２ １８，９３２ △６．６ ５，５８４ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２５ △５．２
１１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１５△９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９８ △８．３
１２月 １００，０５７△１．８ ２０，６９１ △４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７△５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３ △４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 ７５，９７２△３．５ １５，８３１ △４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ ５５，９７７ △３．５ ９，９１６ △５．６
４月 ７３，０１１△０．８ １５，４６３ △３．７ １７，５１９ １．１ ５，２７６ △３．７ ５５，４９２ △１．４ １０，１８７ △３．７
５月 ７３，２０５△２．３ １５，６５６ △３．９ １７，４９６ △０．５ ５，３６０ △２．１ ５５，７０９ △２．８ １０，２９７ △４．８
６月 ７２，３９９ ０．０ １５，６３４△３．１ １７，２７３ △０．９ ５，３６３ △５．７ ５５，１２６ ０．３ １０，２７２ △１．６
７月 ７６，５６１△０．９ １７，１８９ △１．３ ２０，２４２ △１．５ ６，５１４ △１．４ ５６，３１９ △０．７ １０，６７６ △１．２
８月 ７３，７３９△１．７ １５，５００ △１．８ １６，２８７ △２．５ ４，７４３ △３．０ ５７，４５２ △１．５ １０，７５７ △１．３
９月 ６９，５３０△０．５ r １４，７７８ △１．７ １６，８５７ △３．６ ４，８５８ △５．０ ５２，６７２ ０．５ r ９，９１９ ０．０
１０月 p ７３，８０６ ０．３ p １５，８０３ ０．４ p １８，１７９ △１．３ p ５，５５６ ０．６ p ５５，６２８ ０．９ p １０，２４７ ０．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７４／本文　※柱に注意！／０１５～０１７　主要経済指標  2010.12.14 20.41.07  Page 15



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０
４～６月 １０７，５９７ △１．２ １９，８３３ △３．０ ９９．４ △０．４ ９９．７ △０．９ ９０．０１ ９，３８３
７～９月 １２３，４０４ ４．７ ２２，４００ ４．２ ９９．２ △０．２ ９９．５ △０．８ ８５．８６ ９，３６９

２１年 １０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７
５月 ３６，１７２ △３．０ ６，７０３ △３．７ ９９．５ △０．２ ９９．７ △０．９ ９１．７４ ９，７６９
６月 ３７，４３８ １．４ ６，６９２ △１．４ ９９．６ △０．１ ９９．７ △０．７ ９０．９２ ９，３８３
７月 ３９，９４０ １．２ ７，３６３ ０．３ ９８．９ △０．３ ９９．２ △０．９ ８７．７２ ９，５３７
８月 ４１，４５３ １．１ ７，４２７ ０．７ ９９．１ △０．３ ９９．５ △０．９ ８５．４７ ８，８２４
９月 ４２，０１１ １２．３ ７，６１０ １２．２ ９９．６ ０．０ ９９．８ △０．６ ８４．３８ ９，３６９
１０月 ３５，１１５ △７．３ ６，５１５ △６．０ ９９．９ ０．４ １００．２ ０．２ ８１．８７ ９，２０２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１
４～６月 ４３，７４２ ２０．８ １３，３７１ ３５．１ １８，２８１ １７．６ １２，０９０ １２．２ ９７６，２３３ ２２．０
７～９月 ４６，３５５ １１．０ １４，６９５ １９．４ １９，３１６ ５．７ １２，３４４ １０．３ １，０９８，５１５ ４．６

２１年 １０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４
５月 １３，００２ ２３．３ ４，０４９ ２６．５ ５，１２７ ２５．９ ３，８２６ １７．０ ３００，７６０ ２３．０
６月 １５，９４５ １２．８ ５，０５６ ２６．６ ６，６５３ ６．６ ４，２３６ ８．６ ３７７，１６２ １８．１
７月 １７，７６５ ８．０ ５，３９０ ２１．６ ８，１６４ △０．８ ４，２１１ １１．３ ４２０，５９３ １２．９
８月 １３，６７６ ３７．７ ４，１７４ ４５．１ ５，８７２ ５１．５ ３，６３０ １４．３ ３６９，２１０ ４０．１
９月 １４，９１４ △３．１ ５，１３１ ２．６ ５，２８０ △１４．４ ４，５０３ ６．５ ４００，６６３ △３．２
１０月 ９，４９１ △２３．６ ２，７７０ △２９．５ ３，５９０ △２８．２ ３，１３１ △１０．５ ２５１，４９３ △２５．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７４／本文　※柱に注意！／０１５～０１７　主要経済指標  2010.12.14 20.41.07  Page 16



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８４，３３７ △２０．６

２１年７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８
４～６月 ７，９４２ ７．４ １，９５２ △１．１ ２７６，８１７ △１２．６ ３１，０１８ △３．５ ２１，５３９ ３．３
７～９月 ８，２７３ １７．５ ２，１２８ １３．８ ２４９，６４６ △２１．１ ３２，２４６ △１２．６ ２３，３７６ １３．０

２１年 １０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４
５月 ２，４１５ １４．３ ５９９ △４．６ ６０，１２５ △９．６ ７，４０２ △５．９ ６，３８９ ４．３
６月 ２，９８０ ３．２ ６８７ ０．６ ７８，６４８ △２３．６ １０，３３８ △５．８ ８，２７０ △２．２
７月 ２，８２５ ２３．６ ６８８ ４．３ １０６，２３０ △１２．０ １１，４１０ △８．８ ６，８４４ １５．９
８月 ２，９４１ ２１．１ ７２０ ２０．５ ７３，８３１ △２３．３ ９，２１６ △８．４ ７，０７３ ２４．１
９月 ２，５０７ ７．８ ７２０ １７．７ ６９，５８５ △３０．０ １１，６２０ △１８．８ ９，４５９ ４．２
１０月 ２，７８７ ６．８ ７１４ ６．４ ５５，５０６ △３９．８ １０，３６７ △１８．１ ６，３５８ ７．０

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７
４～６月 ２，６８８ １．７ ０．３６ ０．４２ ５．５ ５．３ １１３ △２７．６ ３，３２３ △１６．０
７～９月 ３，６０６ △２．０ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ １１１ ２．８ ３，２３２ △１４．５

２１年 １０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ ↑ ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１
５月 ９２５ ０．８ ０．３５ ０．４１ ５．５ ５．２ ３５ △２２．２ １，０２１ △１５．１
６月 １，０１１ ０．４ ０．３７ ０．４３ ↓ ５．２ ３３ △４０．０ １，１４８ △１９．２
７月 １，１３８ ０．８ ０．３８ ０．４５ ↑ ５．０ ３９ ０．０ １，０６６ △２３．０
８月 １，３１６ △０．５ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ ３４ △２０．９ １，０６４ △１４．２
９月 １，１５２ △６．１ ０．４３ ０．５２ ↓ ５．１ ３８ ４６．２ １，１０２ △４．５
１０月 １，００５ △０．３ ０．４５ ０．５４ － ５．０ ３０ △２３．１ １，１３６ △９．９

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１月号
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●道内経済の動き 

●平成２３年度北海道経済の見通し 

●経営再建計画の策定（その３・完）～計画策定上のポイント 
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